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１ デジタル化支援 

〇デジタル活用人材育成事業（資料Ａ、Ｂ、Ｃ） 

目的 デジタル技術を活用する人材の育成やＤＸ化の理解を促進することで、

企業の生産性の向上や地域の活性化を図る。 

 対象 市内中小企業のＤＸ化に対して前向きな経営者及びその担当者 

内容 ＤＸ化の理解を深めるセミナーの開催 

    経営者向けのＤＸ研修の開催 

    従業員向けの eラーニング研修 

 

令和４年度予算  4,000 千円 

 

〇テレワーク人材育成事業（資料Ｄ） 

  目的 テレワークに必要なデジタル技術等を習得し、就業可能な職種の拡大、

場所や時間にとらわれない働き方の可能性を広げ、市民の就業を促進す

る。 

対象 岩国市民、岩国市に移住を希望している方 

  内容 入門セミナーの開催 

     e ラーニング研修 

     受講者の就業支援、インターンシップ 

 

令和４年度予算  4,400 千円 
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２ 起業・創業支援 

 〇岩国しごと交流・創業スペース「Class Biz.」の運営（資料Ｅ） 

岩国駅前に整備した岩国しごと交流・創業支援施設「Class Biz.」(創業支

援、コワーキング、シェアオフィス）の運営を通じて、市内に新しい「しごと」

と「雇用」を創出する。 

 

〈施設機能〉 

・創業支援施設整備運営事業   ・創業理解促進事業 

・ビジネス交流等事業      ・多様な働き方推進事業 

・ＩＣＴ人材育成事業 

 

令和４年度予算 26,467 千円 

 

 〇いわくにワークスペース 「Class Labo」の開設（資料Ｆ） 

㈱街づくり岩国が、経済産業省の「地域商業機能複合化推進事業」を活用

し、麻里布町二丁目地内にある㈱街づくり岩国事務所の二階に、レンタルオ

フィスを整備 

単にオフィスとしての利用のみでなく、入居者同士が集い、まちの最適な

テナントミックスの構築に向けて、空き店舗の解消や賑わいに繋げていく活

動の場とすることを目的としたまちづくりのための施設 

 

令和４年度予算    0 千円 ※運営は㈱街づくり岩国 

 

 

 

 

 



令和４年度中小企業等振興事業（主なもの） 

3 

 

３ 雇用・就業支援 

〇市内企業情報発信事業（資料Ｇ） 

  目的 市内企業の情報や地元に住んで働くことの魅力を紹介し、地元就業を促

進する。 

  対象 市内の高校生や新規学卒者又はその家族 

  内容 市内企業約 100 社の情報を集約した冊子の配布 

     ホームページによる情報発信（令和３年度から） 

  

令和４年度予算  1,754 千円 

 

〇若者就職支援事業 

  目的 若者の人口定着に向けて、市内企業の魅力発信と企業の人材確保を図る。 

  対象 市内学生、市内企業に就職又は転職を希望する概ね 49 歳以下の者若し

くはその親族 

  内容 ＳＮＳ等を活用した若者就職支援 

     市内学生への職業理解セミナー 

     保護者向け就職活動情報発信 

 

令和４年度予算  3,500 千円 
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４ 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う対策 

〇いわくに地域応援商品券（資料Ｈ） 

  目的 新型コロナにより大きな影響を受けている地元の商店・事業者を支援す

るため、商品券を発行し、市内消費の底上げを図る。 

 対象 ８月１日時点で岩国市に住民登録のある世帯 

  内容 商品券 7,000 円分（中小規模店専用券 3,000 円分、共通券 4,000 円分）

を 5,000 円で販売  １世帯あたり最大３セットまで 

令和４年度予算  474,825 千円 

 

〇事業復活支援金の電子申請入力サポート窓口（資料Ｉ） 

  目的 国の「事業復活支援金」は、原則オンライン申請となっており、オンラ

イン申請が困難な市内事業者を支援する。 

  対象 市内事業者 

  内容 岩国商工会議所、岩国西商工会、やましろ商工会の計３か所に、独自の

申請入力サポート窓口を設置。窓口には、国へ申請できるパソコンやサ

ポート用の設備を設置し、申請時にオンラインサポートを行う。 

     開設期間 令和４年３月 16 日（水）から６月 17 日（金）まで 

令和４年度予算   1,251 千円 

 

５ 企業誘致 

〇サテライトオフィス誘致支援事業 

目的 新型コロナを契機に、地方拠点や人材の確保、社員の働き方改革のため、

地方進出を検討している企業が増加しており、大規模な産業用地や設備

を必要としないＩＴ関連企業を中心としたサテライトオフィスを誘致す

ることにより、新たな雇用やビジネスの創出、地域経済の活性化を図る。 

  対象 地方進出検討企業 

  内容 業務委託により地方進出検討企業の調査、進出検討企業との面談、視察

ツアーの実施 

令和４年度予算   2,238 千円 


